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直接原価計算 における
「貢献」概念前史
福 島 吉 春
1.序 言
直接原価 計算の別名 として,時 と して貢献利益法(contributionapProach)
あ るい は貢 献利益会計(co且tributionaccounting)の用語 が使われ る ことか
ら理解 で きるよ うに,直 接 原価 計算論 において貢献 の概 念は重要 な位 置を 占め
てい る。
しか しなが ら,そ こで使わ れ る貢献(contributioロ)な い し貢献利益(contri-
butio皿margin)の 意味 には,売 上高 と変動費 との差額 であ る限界利益(margin-
alincome)と の関係 に注 目す るか ぎ り,大 別 して二種 類あ る と考 え られ る。
ひ とつ は,貢 献利益 と限界利益 を同意語 とす る定義 である。た とえぽ デコス
ター とシ ェイ ファーは 「単 位当 り平 均収益 と単位 当 り平均変動費 との差額 が単
〔1)位
当 り貢献利益 であ る」 と解説 して,こ れが固定費 の回収 また は利益 の獲 得を
〔2)意 味す
る と主 張す る。 また マ ッッお よびキ ャ リーは 「貢献利益 すなわ ち経済学
(3}者
のい う限界利益 は売上 高か ら変動 費を控除 した結果で ある」と定 義 してい る。
い っぽ う,限 界利益 とは異 なる意 味一 具体 的にいえば,限 界利益 か ら固定
費 の一部 を差 引いた金額 の意味 で貢 献利益 の用 語を使用す る論 者 もい る。 その
代表 的な著者 は シ リング ローで あ って,彼 の主 張はつ ぎの とお りであ る一 す
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なわ ち,「 限 界利益(marginalbalance)と貢献利益 を混 同 してはな らな い。
貢献利 益は特定 セ グメ ン トの,当 該 セ グメ ン トが所 属す る,よ り大 きな活動 グ
四
ル ー プの固定 費お よび利益へ の貢献 を意味す る」 と。 同様 な主 張 は,直 接原価
計算 でい う 「直接」(direct)の 語 を個別費 と共通費 との区別 におけ る 「個別」'
の意味 に解釈 して,「 限界利益 は収益 と個別変動費 との差 額 であ る。貢献利益
〔5)(
co且tribution)は 限界利益か ら個別固定費 を控 除 した残 りの金 額であ る」 と
解説す る ブーアをあ げ ることが できる。
こ こで検討 してい る限界利益が論者 に よってmarginali皿come,marginal
profit,田arginalbala皿ce,variableprofit,profitco華tribution,coRtri-
butiontofixedcostなどさまざまな名称で呼ばれ,ま た貢献利益 に相当す
る用語 もcontribution,contributio且marginなど種 々あ るので,い ささ
か煩雑 な引用 にな った が,い ずれ に しろ限界利益 とは区別 して貢 献利益を定義
す る論者 は,お お むね企業全 体をい くつかのセ グメ ン トに分け,当 該セ グメ ン
(6}
トに個別的 な固定 費を 限界 利益 か ら控 除 して貢献利益 を計算 している。
本稿 では限界利益 と貢献利益 とに含 まれ る貢献 概念を区別 してそ の歴史 を検
討 したいの で,以 下第二 の用語法 に従 うとすれぽ,全 部 原価計算 お よび直接原
価 計算 にお け る利益 の概念 は大 略つ ぎの よ うにな るであろ う。
(7}
① 売上 高一 変動費一 固定費一純 利益
② 売上 高一変動費 一固定費+純 利益 ……限界 利益
③ 売上高一 変動費 一個別固定費一 共通固定 費+純 利益 ・・…・貢献利益
(4)GordonShillinglaw,`℃ost-Volume-ProfitRelationsLips,"inR、1.Dickey
(ed.),、4cco%撹 α撹5'Co8言 ∫fα掘 ゐooゐ,TheRonaldPressCompany,2nded.,1964,
p.18・21.彼 が さ ら に多 くの 区 分 を もつ 損益 計 算 書 を提 唱 して い る こ と につ いて は
本 稿 注(6)を 参 照 され たい 。
(5)GermainBδer,D`7edCos言α媚Co撹 γ`6厩εoπ、4cco%π孟∫πg34η 」嘘egγ α置εd
M伽 α8e?πeη舌 孟cco麗漉 ㎎Sッs彦e物,AWiley-lntersciencePublication,1974,
P.6.
(61本 稿 で は貢 献 利 益 と して一括 した利 益概 念の 詳 綱 な解 説 は 以 下 を参 照 され た い。
青 木茂 男 「貢 献利 益法 」 黒 澤 清編 『新 しい会 計 学(4)一 責 任 会 計』 日本 経 営 出版 会,
.1967年 所 収,飯 塚 勲 「利 益 管理 に お げ る貢献 利 益 法 の展 開 」 『会 計』1974年5月 号 。
(7)正 確 に は 「営 業利 益 」 とす べ きで あ ろ うが,一 般 にnetprofitの 語 が使 わ れ て
い るので,本 稿 で も これ に従 った。
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い ささか大胆 ではあ るが,上 記各等 式の左辺を 「貢 献す る も の」,右 辺 を
「貢献 され る もの」 と考 えれぽ,① 式 は伝統的 な全部 原価計算 に もとつ く損益
計算 を表示す る もの であって,利 益 の獲 得に資す る とい う意味 では変動費 ・固
(8】定 費間
に相違 はない との思考 を反影 してい る。②式 はいわゆ る直接 原価 計算 の
考 え方を示 し,左 辺 の結果 であ る限 界利 益が固定 費の回収 と利益 の獲 得に貢献
す る と解釈す る等 式であ る。 その意味 では上 述 した貢献利益 の第一 の定 義,す
(9}
なわち この 限界 利益を貢献 利益 と同意 語 とみ る主張 に も うなづ ける。最後 の③
式 は限界利益か らさらにセ グメ ン トの個別固定費 を差 引いた残高 であ る貢献利
益が共 通固定費 の回収 と利益 の獲得 に貢 献す ると考 える,貢 献利益 の第二 の定
義 を表 わす等式 であ る。
この うち①式 は本稿 の直接的 な対 象で はない と して除外 して,残 る二 式を比
較す る と,両 者 の相違は単 に個別固定費 を 「貢献す る もの」 とみ るか 「貢献 さ
れ る もの」 とみ るかの区別 で しかな い。 しか し両式 の本質的 な差異 は,す でに
引用 に示 唆 され ていた貢献す る主 体 の違 い一 詳述す れば,第 一の定義 におい
て は個 々の製品 ない し製品 の販売 が固定 費 ・利益 に貢献 す るの にた い して,第
二 の定義 に おい てはセ グメ ン トの存在 自体あ るい はその営業活動が貢献 す ると
い う違 い一 も さる ことなが ら,原 価計 算 としてみ るか ぎ り,第 一 の定 義を体
現す る②式 の左 辺を構成す る売上高 と変 動費は と もに販売数量 の増 減に伴 って
変動す るために 販売 数量(販 売 価格一 単位 当 り変動 費)と 書き替 え ること
がで きるのにた い して,第 二 の定 義を示す③ 式の左辺 には個別 固定 費が含 まれ
て いるために,同 様 の変換 を行なお うとすれば直 接原価計算思 考に添わ ない固
(8〕 このような思考は,た とえばつぎの表現にみられる。 「製造された製品の原価は
その製品への貢献を合理的に跡づけうる取得原価の合計額であり,か つ,直 接 と間
接との両要因を含むべ きである。製造原価のいかなる部分にもせよ,そ れを除外す
ることは許 されない」AAA,``AccountingandReportingStandardsforCorpo-
rateFinancia}Statements31957Revision,"ノ1cco初 犯3加87～e悔θ律,Oct.】957,
p.539.中島省吾訳編 『増訂A.A.A.会 計原則』中央経済社,1969年135ヘ ージ。
〔9)櫻 井教授はつぎのように説明されている。 「最近のアメリカ文献では,限 界利益
の代りに貢献利益の語 を用いることが少なくないが,そ れは限界利益が固定費に貢
献する利益であると考えられるからである」櫻井通晴 『経営原価計算論』中央経済
社,1979年,445ペ ージ。
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定費の配賦計算が必要になる点に求め られるべきであろう。
この点嫡後に再び検討することとして,直 接原価計算の思考を以上のように
整理すると,次 節 で考察するように,② 式に示 した第一の意味における貢献概
念は一般に直接原価計算が確立 したとされる1930年 代以前から 「固定費および
利益への貢献」(co皿tributiontofixedcostandprofit)等の用語によっ
て解説されていた ことがわかる。そこで本稿では,上 記 したふたつの貢献概念
の うち,限 界利益の同意語 としての 「貢献」概念の歴史を直接原価計算確立以
前のイギ リスお よびアメ リヵについて検討 したい。
2.「 貢献概念」 の出現
前節で貢献利益の定義のひとつ として,限 界利益 と貢献利益 とを同意語 と考
える定義があることを指摘 した。すなわち,売 上高から変動費を差引いた貢献
利益(限 界利益)が 固定費の回収 と利益の獲得に貢献すると考える 主 張 で あ
る。
そこで本節では直接原価計算上の貢献概念の萌芽 ともい うべき,こ の貢献概
念の発展過程を19世 紀末から20世紀初頭にさぐる。ただ し,こ こでことわらね
ばな らないのは,本 節で検討する 「固定費および利益への貢献」概念は,萌 芽
期における用語の常 として,単 にそのような主張が過去に存在したことを示す
にとどま り,必 ず しも専門用語として使われていたとは位置づけえない点であ
る。
ともあれ,収 益か ら変動費を控除した残額が固定費 と純利益に貢献す るとす
る主張は,限 界生産力理論が本格的展開をみた19世 紀末以降の経済学文献に散
見できる。それ らは主として鉄道業一 すなわち高額の固定資産をかかえ,そ
れに伴 う多額の支払利子を含む固定費が費用の大部分を占め,ま た乗客の輸送
と貨物の運搬とい う二種類の業務を行ない,さ らに乗客には等級に よる料金の
相違があった鉄道企業を対象にしている。
かかる先例として1897年 のアクワースの論文を挙げることができる。彼は上
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述 した諸特徴を もつ企業 として鉄道業 を説 明 し,そ こではほ とん どの原価 が結
q①合
原価(jointcost)で あ り,か つ収 穫逓増 の法 則が妥当す る と主 張す る。 ア
クワ▽スが掲げ てい る事例 の うち本稿 に関 連があ るのは,損 失を生む として一
等車 を廃止すべ きか否か の問題,お よび資 本利子 ・固定費を含む費用す べ てを
q1}
負担 しえない石 炭の輸送 をす べ きか否か の問題 な どであ る。 この うち後者 につ
いて の彼 の結論 のみを引用すれ ぽつ ぎのとお りで ある一 す なわち,「 この(費
用総額 に満たな い一 福 島補 注)料 金 は資 本利子を なん ら償 わず,ま た 固定費
用を2ペ ンス しか償 わないが,石 炭 それ 自体 の運搬費用 は支弁 してお り,こ の
運 搬が行 なわれ なけれぽ他 の運送 が負担 しなければ な らない固定費用 に,わ ず
か2ペ ンスとはいえ若干 の貢献 を してい るのであ る(makessomecontribu-
〔1助
tioが ・・…tothefixedexpe皿ses)」と解 説 して,ア クワースは この石炭 の運
搬 を行 な うべ きだ と主 張す るのであ る。
同様 な貢献 概念 の記 述は,鉄 道路線 の延長 はその特定 の増 加原価を負担 しな
ければな らない としなが らも,「 固定 費は利益 と同様,あ る路線 か らよ り多 く
の貢献を得 るか もしれ ない(thefixedcharges,liketheprofits,maybe
contributedtomorelargelybysomepartsofbusiロessthanby
α3}
others)」 と解説 す る1908年 の ブラウ ンにみ る ことがで きる。 また ウエルズ に
よれ ぽ鉄道業 の料 金決定 を論 じた1909年 の ロ ビン ソンも一般経 費にたいす る貢
献(acontributio算towardsthegeneralexpenses)の語 を使 ってい る と
圃
い う。
以上,主 と して鉄道業を対象 とした経済 学的論 述を検討 した のであ るが,こ
(1①Cf.W.M.Acworth,``TheTheoryofRallwayRates,"『 んρEcoηo伽c
Jo麗r」zaZ,Sept.1897,pp.319-23.
(11)Cf.`bε 〔孟,ps.321and323-24
(12)∬ ゐε(五,pp.323-24.
α鋤HarryG.Brown,`℃ompetitiveandMonopolisticPriceMaking,"Qωa冗εγ脚
'ッJo解 πaloLfEcoπo?π`cs,Au昏1908,p,634.
(1のCf.MauriceH.Robinson,``RailwayFreightRates,"Ya`eRe悦e鵬Ang.
1909,p.127,cit.fromM.C.Wells,ABεδZ`ograρ ゐッ{ゾCo5孟Acco襯`η8ごIj5
0rゴ8加8a㎡Deッe♂op7ηeπ置 西01914,part皿,CenterforInternationalEducation
aηdR的oarcbinAccounting,1978,p.640.
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れ らを原価計算論からみれば,価 格決定や新規注文の引受可否問題,既 存業務
の存廃問題などの意思決定への差額原価の利用に相当する論述であると要約で
きるであろ う。その意味では,差 額原価 自体経済学における限界原価概念を会
㈲
計学的に解釈 したものであるかぎり,経 済学的限界原価の思考にすでに貢献の
概念が含まれていたとみなすことができる。
そこでつぎに,か かる経済学的限界原価概念の原価計算領域への導入と推測
(16}
される叙述をイギ リスの文献を中心に尋ね,こ の導入の過程で生 じた変化につ
いて検討 したい。
最初に,変 動費 と固定費の区別に もとつかず,そ れゆえ直接原価計算の歴史
において先駆として扱 うことはできない文献ではあるが,製 品別の貢献を計算
しているふたつの論述を紹介する。
その第一は原価の計算方法における種類を解説 した カッドワースの論文であ
㈲
る。まず彼は 「原価報告書」(costaccouit)と いう用語はつ ぎの三種類の内
容を含み うる広範な用語であると主張する一 すなわち①ある製品の予想製造
原価の備忘記録,② 見積単位製造原価 と,特 定期間の生産量ないrし販売量 との
積を示す報告書,③ 実際利益の算定後に,生 産ないし販売した製品の平均原価
をもっとも適切な見出しに分割 して表示する報告書,こ れである。
カッドワースはこの うち,第 二の用語法に添 う事例として印刷業および砂糖
菓子の製造業をあげている。砂糖菓子の例において,カ ッドワースは前期の記
録にもとついて,事 前に各製品別の売上高とすべての経費,そ して両者の差額
としての純利益を予測する手続を論 じている。彼の主張によれぽ,こ の方法に
よって 「どの月が より大きな利益を もたらしたかを述べ うるだけでな く,そ の
成果に各製品がどの程度貢献 したか(towhatextenteacharticlehas
(15溝 ロ ー雄 『最 新 原価 計 算 講 義 』 中央 経 済 社,1979年,29ペ ー ジ参照 。
(1⑤ 筆 者 自身 は以上 で検 討 した経済 学 上 の 貢献 概 念 が原価 計 算 論 に導 入 され て,実 務
は とも か く,少 な くと も直接 原 価 計 算 論 に おけ る貢献概 念 が論 じられ た と考 え てい
るが この過 程 を実証 す る文 献 を未 だ入 手 して い な い。
(1のA.よCudworth,``SomeNotesonCostAccounts,"TんeAcco協孟a観,April
18,1896,
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α鋤
co且tributedtotheresult)をも述 べ うる」 とい う。 カ ッ ドワース 自身,予
測 され る経 費は継常経 費を含 むすべ ての経 費であ ると解説 し,ま た予測 され る
qg}
のは純利益 であ ると主 張 してい るか ぎ り,彼 が 論 じているのは本稿第一節 で論
じた①全 部原価計算 におけ る利益概 念にす ぎないが,19世 紀末にす でに損益 計
算 を貢献 概念を使 って説 明す る方法 があ った ことを彼 は示 してい る。
カ ッ ドワース とほぼ 同 じ事例 は,こ れ も原価 の見積 り計算 を論 じた1900年 の
佗01
グ ゥ ドに みる ことが でき る。 その要点 のみ を記 せぽ,彼 の手続 きは事前 の製 品
別 原価見 積に も とつ く期 間原価 の月次計算,そ して この期 間原価 と売上 高 との
比較 に よって月次 の見積 り純利益を示す 「原価票」(costsheets)の 作成方 法
である とい うことが できる。 論中 で彼が例 示 してい る原価が財 務費用 まで含 ん
で い る点か らみて,彼 の 「原価票」が 今 日い う短 期損益計算 を企 図 していた こ
'と は明 らか であ ろ う。す なわ ち彼 は 「原価 票」 の利用 にふ れて,「 当該期間 の
営業 の成果 を概 算的に表示 す るのみ な らず,彼 が生 産 した各製 品が どの割合 で
そ の成 果 に貢 献 したか(inwhatproportioneacharticle……hascontri一
⑳
butedtothatresult)をも示す 」 と主張す るのであ る。
しか しなが ら,グ ゥ ドが 「貢献」 の語 を使 っている とはいって も,彼 が採用
して い る利益 は カッ ドワーう と同様,純 利 益であ り,本 稿第一節 で区別 した①
全部原価 概念 に よる損益計算 に貢 献概念 を導入 したにす ぎない。 とはいえ,会
計に おけ る 「貢献 」な る用語 の使 用は19世 紀末 まで遡 りうる点,そ して この用
語が 必 らず しも直 接原価思考 と結びつ くもので はない点 は明 らかであ ろ う。
q8)」 「う～(置.,p,318.
(1紛C£ ゴδゴ(五,PP.318-19.
⑳G.E.Goode,`'TheMethodsofascertainingCostsinaFactorywherea
・ariety・fAr¢ 董clesaremade,whichm・・t正ypassth・ ・ughsevera正P・ ・cessinth・
courseofManufacture,andareturnedoutinlargequantities,"噛 丁ゐε!監cco観 ～.
∂鋤June30,1900.グ ゥ ドの 主 張 に つ い て は)ぎ の 拙 稿 を 参 照 さ れ た い。 「イ ギ
リ ス の 予 定 原 価 計 算 論 一 一19世 紀 末 お よ び20世 紀 初 頭 に お け る発 展 」 『商 学 討 究 』
第30巻 第4号,1980年2月,74-80ペ ー ジ。
(21)G.E.Goode,∫6`(∫,p.603.
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3.イ ギ リスにおける貢献概念の生成
本節では19世 紀末から20世紀初頭に,あ る点で直接原価計算あるいは貢献概
念の萌芽形態を論述 したイギ リスの三人の著者,ノ ー トン,マ ン,ガ リーを検
討する。 このうちノー トンの著書は1889年 出版であるから時代としては前節の
考察と前後するのであるが,そ れにもかかわ らず彼の主張の検討を本節で行な
う理由は,第 一に彼の所説に 「貢献」の用語をみることができず,そ れゆえ用
語の使用例を中心にした前節の内容とそ ぐわないこと,そ して第二に,年 代的
に古い とはいえ,ノ ー トンの叙述はひとつの原価計算論 として完成 した形態を
もち,か つまた今 日,彼 を直接原価計算の先駆 として認める見解があるか らで
囲
ある。
とはいえノー トンの所説についてはすでに幾多の解説があ り,本 稿の紙面も
限 られているので,以 下では必要なかぎりの言及にとどめることとする。
さて,少 な くとも直接原価計算との関連でみるかぎり,ノ ー トンの主張で注
目すぺ きは第一から第三までの三区分を もつ 「売買損益勘定」と,こ のうち第
二区分 までを紡績部門と織布部門とい う部門別に表示する 「売買損益報告書」
㈱
であろ う。なぜならノートンの主張によれぽ,第 一部は売上高のほかに 「生産
量に比例 して必然的に増減する」費 目を示 し,ま た第二部は第一部の貸借差額
⑳
のほかに 「生産量が多 くても少なくても,必 らずしも変動 しない」経常的な費
用を示 し,第 三区分は残る財務費用 と利益処分項 目を示すからである。い うま
⑳ た と えば以 下 を参 照 された い 。早 川 豊 『工 業会 計発 達 史(下 巻)』 森 山 書店,
1974年,215-25べ 一 ジ,中 村 萬次 稿 「直接 原 価 計 算 の確 立 過程 」,中 村 編著 『原 価 計
算発 達 史論 』 国 元書 房,1978年 所 収 。
⑳G.P.Norton,Tε娩泥eMaπ ψc如 γes'Booん_たeεpε η8」Simpkin,Marshall,Ham-
mjlton,Kent&CoりLilnited,1889;3rded.,工894;rep.ed.,ArnoPressInc.,19
76,同 書 の 予定 原 価 計 算発 達 史 か らみ た検 討 は,つ ぎを参 照 された い 。拙 稿 「19世
紀 宋 イギ リス の予 定 原価 計算 論 一 一T.BattersbyとG.P.Nortonをめ ぐっ て一 」
『大阪 市 大 論 集』 第29号,1977年12月11-18ペ ー ジ。 なお 「売 買損 益 勘定 」「売 買 損
益 報 告 書」 の原 語 は と もにtradingaccountで あ る が,前 者 は元 帳勘 定 で あ る。(ps.
188-89and192-93)。
2のNorton,必 昭.,p.217.
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でもな く第一区分は変動費,第 二区分は固定費を内容とし,第 一区分の残高つ
ま り純売上高と変動費との差額が今日直接原価計算でい う限界利益 に 相 当 す
る。ノー トン自身はこの差額を 「原材料費お よび生産的労務費を越えて販売製
㈱
品か ら得た剰余」ない し単に 「剰余(surplus)」 と呼んでいるが,第 二区分で
この剰余から固定費を控除する手続は直接原価計算思考にもとつ く損益計算書
と本質的に同一であるといえよう。
しか しなが ら,こ こで注意すべきは簿記記録と原価記録 との整合(integra一
㈱
tion)に 反対 したノー トンの基本的主張か らしても,彼 が 「売買損益勘定」で
変動費 ・固定費の区別を論 じていることが,そ のまま変動費のみで製品原価を
計算することとは結びつかない点である。
実際ノー トンは製品の原価を計算するにあたって「仕切価格(tradeprice)」
つ まり当該工程を外注 したならぽ要する原価で算定しているのである。ちなみ
にノー トンは前述 した 「売買損益勘定」 「売買損益報告書」につづいて,「 製
造報告書」を掲示 し,「 仕切価格」すなわち予定原価と実際原価を比較 して各
工程別の利益を計算す るのであるが,こ の実際原価の計算を示す 「売買損益勘
(2鋤
定借方内訳表」をみるかぎり,製 品原価は補助材料費と労務費のほかに工場の
⑳
経常経費(standingexpenses(mill))を含んでいる。つまりノー トンは製
品の原価を計算するにあたって変動費のみならず固定製造原価をも含んだ製造
(25)1ゐ ゴ(L,P.224andalsorefertoP.217.
(2⑤Cf.∫ ゐ`4.,pp.219-20,S.PaulGarner,Eッo伽だoη{ゾCosε/1cco秘 η髭η8加1925
UniversityofAlabamaPress,1954,pp.258-59,品田 誠 平 他 訳 『原 価 計 算 の 発 展
一 一1925年 ま で 一 一 』 一 粒 社
,1958年,431-32ペー ジ,「 前 掲 拙 稿(19世 紀 末 … …)」
11-12ペ ー ジ 参 照 。
⑫のC£Norton,∫ ゐ∫4.,p.222n.
㈱Cf.泌`d.,p.196.こ の 表 は 久 保 田 教 授 が 再 録 さ れ て い る の で 参 照 さ れ た い 。 久 保
田 音 二 郎 『間 接 費 計 算 論 一 一 固 定 費 と の 連 関 を 主 題 と し て 一 一 』 森 山 書 店,1953年
95-96へ 一 ジ。
⑳ 主 要 材 料 費 や 外 注 部 品 は 工 程 別 の 比 較 か ら は 除 か れ て は い る が,変 動 費 と し て 製
造 報 告 書 第 一 部 に 掲 記 さ れ て い る。Cf.醗 ♂"pp.194-95.なお 以 下 の 著 書 が 同 報 告
書 を訳 出 再 録 さ れ て い る の で 参 照 さ れ た い 。 久 保 田 『前 掲 書 』92-94ペ ー ジ,早 川
『前 掲 書 』220-21ペ ー ジ,A.C.Littleton,4cco㈱だ㎎Eッo厩 ∫o偏01900,Ameト
icanInstitutePublishingCo.,Inc.,1933;ReissuedbyRussell&Russell,1966
pp.346-47,片野 一 郎 訳 『リ トル トン 会 計 発 達 史 』 同 文 舘,1952年,470-71ペ ー ジ、
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原価を採用 しているのである。そのさい,実 際原価にかえて一種の外注価格で
ある 「仕切価格」を使 うことで製造原価全体を変動費化するところにノー トン
の巧妙な工夫をみるのであるが,い ずれにしろ,彼 の製品原価の概念はあ くま
でも全部原価計算思考 にもとついていた と解釈すべきであろ う。
ともあれ,ノ ー トンのい う 「剰余」が実質的に限界利益に相当するにしても
彼自身は 「貢献」の用語を使用 しておらず,ま た時代的には彼につづ くカッド
ワース,グ ゥ ドの論文に 「貢献」の語がみえるとはいえ,採 用 している利益は
純利益であって,本 稿で問題にする直接原価計算上の限界利益あるいは貢献利
益 とは異質であった ことをみてきた。
その意味で,変 動費と固定費の区別を基礎においた直接原価計算上の貢献概
念 の主張は,グ ゥドの四年後,1904年 に問接費問題を論 じたジョン ・マンの論
侶◎
文 まで待たねばな らない。
この論文のなかでマンは,製 造業における競争の激化に伴なって間接費を含
む原価全体の計算および分析が必要になった点,な らびに固定資産の増加に応
じて固定費,す なわち不働状態にあっても発生 しつづける原価が原価全体に占
圃
め る割合が増大 した点を指摘する。かかる状況に起因する結果について彼の主
張を引用すればつぎのとお りである一 すなわち,「 製造業者が機械装置を導
入すればするほど,彼 は市場に翻弄 されるようにな り,つ いには間接費全てを
犠牲にするにいたる。 ここに,若 干の損失を被 りながらも機械に生産させてお
くほ うが,作 業を中止 してより多額の損失を受けるよりもましな場合が生 じる
のである。換言すれば,賃 金と材料費を充分に償い,さ らにいかに小額 とはい
え間接費に幾分かを残す価格で販売することが得策かもしれない一 つま り間
接費への貢献(thecontributiontowardo且cost)がいかに小さくとも貢
(3ωJohnMann,J耽,``OncostorExpenses,"inG.Lisle(ed.),EπcッcJopaeげゴ,of
Acco襯`㎎,VoLV,WilliamGreen&SonsPublishers,1904.
(31)Cf.め`(∫ 。,p.199,
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(3鋤
献がまった くない よりは良いのである」 と。
さらにジョン ・マンは競争企業の市場を奪った り,国 内の余剰製品を海外市
場でダンピング販売す るさいの政策的な価格決定にも,彼 のい う 「節約可能か
つ統制可能な費目(reducibleandcontrolablefactors)」 と 「固定的かつ節
約不能な費 目(fixedandirreduciblefactors)」 との区別は重要であると主
張する。彼が後に間接費の同意語 として固定費(fixedcharges)を 挙げ,ま
た間接費を例示 して,利 子お よび財務費用を含む点に問題はあるにしろ,ほ ぼ
侶3}
今 日い う固定費と同 じ項 目を列挙 していることからみて,マ ンが売上高と変動
費の差額の意味で貢献の語を使用 していたことは疑いない。
したがって遅 くとも1904年 には,本 稿第一節でのべた限界利益が含んでいる
貢献の概念は会計学文献で使われていたといえよう。
しか しながら,マ ン自身が上述の解説に 「(間 接費一 福島補注)問 題の経
済学的側面」の見出しを冠 したことに端的に表われているよ うに,マ ンの意識
としては以上の考察は経済学の領域に属するものであって,会 計学ないし原価
計算論ではなかったと考えられる。現にマンが扱った問題は変動費と固定費の
峻別を基礎 にした個別計画的な価格決定問題であって,経 常的に帳簿上で原価
を計算表示するカッドワース,グ ゥドの論調 よりはむしろアクワース,ブ ラウ
ンの論述に近い とみなさざるをえない。 この点,固 定費 ・変動費の区別を原価
(3①
計算論において論 じ,さ らには損益分岐図表を掲記 しているJ.マ ンの歴史的
意義は否定 しうべ くもないが,彼 の論文をもって直接原価計算の先駆 としての
固定費 ・変動費分解 とは考えがたい。
これにたいして,カ ッドワースや グゥドの流れを継 ぐ原価計算的ないし原価
劒 乃∫d.,pp.199-200.同 じ趣 旨で あ るが,マ ンは 「収 穫 逓 増 の 法 則」 す なわ ち操 業度
の 上 昇 によ る利 益 増 大 の 法則 にふ れ て,つ ぎの 主張 を して い る。 「た だ し この法 則
は価 額 が経 費 に幾 分 か の貢 献 を もた らす こ と を条 件 とす る一 一 そ うで なけ れ ば,取
引 高 な い し生 産 高 が大 きい ほ ど損 失 が大 きい」(傍 点,イ タ リ ック)(p。200)
㈹Cf.∫ 腕d.,ps.199and201.ただ し,す で に検 討 した ノー トンや,ガ ー クお よ
び フ ェル ズ,ヘ ンリー ・ヘ ス な と,マ ン以 前 に 固定 費 と変動 費 との 区 別 を論 じた著
者 は数 多 い。
⑬4)Cf.ピ6置(1りp.217,
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会計的論述は,マ ンの二年後に出版された勅許会計士スタンレイ ・ガ リーの著(
3励
書にみることができる。ただ,ガ リーの紹介にはいる前にことわ らねばならな
いのは,貢 献概念に相当する主張はあるものの彼 自身は貢献という用語を使っ
ていない点,そ して彼の著書の骨子についてはすでに発表した拙稿でとりあげ
圃
てあるため,以 下の検討は本稿の主題に関連する部分に限定する点である。
さて,ガ リーの主張でまず注目すべき点は,利 益計画の先駆ともいうべき所
要利益(requirement)の 予定計算である。
ガ リーは費 目を製造原価(factorycost)と それ以外の項 目とに分け,前 者
すなわち今 日でいう直接材料費 ・直接労務費 ・製造間接費(ガ リーはfactory
chargesと 呼んでいる)に ついては各種製品別にその単位原価を予定計算す る
いっぽ う,後 者については期間総額を予定計算して,そ れらの総計を所要利益
と呼称す る。 いま所要利益の内容を現代的に分類 しなおせば,販 売費および一
般管理費,地 代や支払利子等広義の財務費用,役 員賞与金その他の利益処分項
目,そ して未処分利益の当期増加額を主たる構成内容にしているが,ガ リーは
(37)
所要利益の事前計算にあたって,こ れらにさらに製造間接費を加算 している。
つま り彼は製造間接費を製品単位あた りに計算するほかに,期 間総額としても
計算 しているのである。これはガ リーの原価計算にふたつの原価の計算ないし
利益の概念が存在していたことを示唆する点であるが,こ の点は後にふたたび
取 りあげることにする。
ともあれ,ガ リーはつぎに一種類を製品を計算の基準として選択 し,当 該製
㈹H,Stan豆eyGarry,M鉱痂 μeCosf、4cco膿 オs,(TheAccountants'Library,VoL
42),Gee&Co.,1906.
〔3⑤拙 稿 「H.S.Garryの 『ユ ニ ソト.シ ス テ ム』 論 に つ い て一 管理 会 計 史 に お け
る若 干 の 検討 」『経 営 研 究 』 第28巻 第2号,1977年7月 。 な お,同 拙 稿 は1923年 出 版
の改 訂 版 を も とに検討 をす す め,「 初 版 と改 訂 版 に 大 きな変 更 は な い と考 え られ 倒
(同 稿104ペ ー ジ)と 書 い た が,両 者 に は活 字 の組 み方 に相 違 が あ る ほ か,改 訂 版 に
な って 削 除 され た文 章 が あ る こ とが わ か った 。 な お,本 文 の 総ペ ー ジ 数 は 初 版 で
は90ペ ー ジで あ るが 改 訂 版 で は92ペ ー ジで ある。 した が って 本稿 の引 用 ペ ー ジは
同拙 稿 と若 干異 な る。
儲CL∫ う`d.,ps.8-10,22-24and42-43,「同拙 稿 」101-102,お よ び104ペ ー ジの注
(11)参照 。
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品の販売価格と素価 との差額で上述した所要利益を除 して,
を計算する。 これを計算式で示せばつぎのとお りである。
次期の所要販売量
製造間獺+蕨 経叢尭麓 編 控除項目+購 堕 年間販売耀
上記等式の左辺分母は製品一単位の販売によって得 られる差益を示 し,分 子
はこの差益に よって回収ないし獲得されるべき所要利益であるから,以 上の計
侶8)
算によって次期に必要な販売数量が計算できる。ここで左辺の分母が変動的な
項 目である単位あた り限界利益,分 子が固定的な項 目である期間限界利益総額
と考えれば,こ の等式は直接原価計算思考による利益計画 とみるこ と が で き
る。事実,ガ リーが左辺の分子 ・分母をともに差益(margin)な い し総利益
舳
(grossprofit)と 呼び,ま た 「……ともに固定額である経費および配当の支
㈹
弁のための,一 定かつ特定の残余を得るためには……」と主張する点 を み る
と,彼 が変動費と固定費との区別を基礎にした利益計画として以上の事前手続
きを論 じた ことは容易に理解できるのである。
ところが実際の生産活動の進行に応 じて原価を帳簿に記入するさいには,そ
の記帳の基礎 として上述の素価ではなく,各 製品の素価に比例 して配賦した製
造間接費を素価に加えた製造原価が使用されている。つま りガ リーは事前の利
益計画の段階では製造間接費を 「回収されるべきもの」ない し 「貢献されるも
@1)
の」であるかのように期間原価として予定 し,期 中の原価計算では原価の構成
要因,す なわち販売価格からこれを控除した残余が 「貢献するもの」であるか
のごとく扱っているのである。
(3鋤Cf.あ ε(ム,p.24.
{391Cf.∫6`(置.,ps.24,69-70and83.
峰ω ∫ゐ`(乳,P.74. 、
ゆCf.あ`4.,p.24.た だ しガ リー は,所 要 利益 の各構 成項 目 を前 年 度 とほ ぼ同 額 で予
定 して い る な かで,製 造 間接 費 だ け は生 産量 の拡 大 に対応 させ て 素価 と同比 率 だ け
増 額 して い る。 つ ま り彼 は製 造 問接 費 を変動 費 と して 扱 っ て い るの で あ る が,彼 が
掲 げて い る費 目 に固定 費 が含 まれ て い る か ぎ り(p42)こ の点 は 彼 の所 説 の欠 陥 で あ り.,
また彼 が製 造 間接 費の 固 定的 性 質 に気付 い て いた と考 えれば ,以 下 に のべ る とお り
この点 は彼 が製 造 間 接 費 を期 間総 額 と して予 定 しな が ら製 品 原価 に加 えた 矛盾 の 表
わ れ とみ るこ と がで き る。
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ともあれ,こ のよ うに計算された製造原価は一種の予定単位原価を示すか ら
期末にこれ と実際製造原価とを比較 して購買お よび生産活動の能率指標が得 ら
れるほか,売 上高や販売費お よび一般管理費についても前年度の数値と対比す
ることによって,当 該年度の利益が前年度に くらべてどの程度増大 したのか,
そ してその増大はどの部門の貢献であるのかを知ることができるとガ リーは主
(42)
張す る。
以上検討 したガ リーの著書は,貢 献 とい う用語 自体は使っていないものの,
本稿の主題である 「貢献概念」の歴史上重要な位置を占めると考える。なぜな
ら,ガ リーの主張において事前に計算される所要利益は当該期間に回収ない し
獲得されるべきものとして,固 定費と利益 とを同質にみた概念であ り,こ の所
要利益と,と もに操業度に応 じて変動する売上高 ・素価とを対比す る視点は,
固定費と変動費の異質性に注目して損益計算における対応計算上の取扱いを異
にす る直接原価思考に通 じるものだか らである。
ただ,ガ リーの所説で問題にすべきは彼の製造間接費に関する論 述 で あ ろ
う。すなわち,く り返 しになるが,彼 が製造間接費を一方で所要利益 として期
間計算 し,他 方では変動費として製品別に計算している点,こ れである。
ガ リーにみるこの欠陥の由来は,彼 に先だつカッドワースお よびグゥドとの
関連で彼の主張を考え,そ の特徴をすでにのべた経済学上の叙述と比較すると
き明らかになると考えられる。つまり,経 済学的論述と,こ れの導入とみなす
べき会計学的論述とを対照するとき,両 者は以下の点で明らかな対比を示 して
いるのである。
その第一は,経 済学において問題は鉄道路線の延長やある種サービスの廃止
といった個別計画にあったのに対 して,会 計学ないし原価計算論における論述
は原価の記帳手続をも含んだ経常的な原価の計算を中心に している点である。
前者が差額原価概念として特殊原価調査の領域に導入されたと考えれば,後 者
は継続的に行なわれる原価計算制度に相当し,両 者の相違は明らかである。
また第二は,原 価計算論の文献がいずれ も単位原価の計算を指向している点
㈹ 「前掲拙稿(H,S.Garryの ……)」110-11ペ ージ参照。
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である。これは原価計算がいわゆる給付単位計算を特徴 としてもつ限 り当然 と
すべきかもしれないが,以 上の文献がすべて予定原価計算を展開 していること
を考えると,あ るいは原価の予定計算にもとついて期中に計算される個々の製
品別の利益 と期間利益 との関係が,貢 献の概念を使用すると説明が容易であっ
たのかもしれない。
次に第三として,そ してこれがガ リーの主張を理解する うえで重要であろう
が,経 済学では明確に,売 上高(収 益)と 変動費との差額を 「貢献」 と呼んで
いるのにたいして,カ ッドワース,グ ゥ ドにおいては,貢 献の具体的内容が純
利益,、つまり売上高から変動費のほかに固定費(配 賦額)を も控除 した残高に
なっている点である。むろん,ガ リーが純利益ではな く,製 造原価を控除した
売上総利益を論 じた点は両者 と相違 しているが,少 な くとも当時の会計士にと
って,変 動費と固定費の区別 よりは製造原価とそれ以外の費 目,あ るいは費用
と利益 との区別が圧倒的に重要であったことは事実であろ う。
ガリーが所要利益の予定手続においては間接費(固 定費)と 利益を同質にみ
る処理方法を展開しなが ら,記 帳方法を含む経常的単位製造原価の計算では製
造間接費を変動費とみなして製品に配賦せざるをえなかった理由は,か かる会
計士の意識に求めるべきである。
その意味で上述 したジ ョン・マンの解説は彼が冠 した表題どお り 「問題の経
済学的側面」であって,会 計学的側面ではなかったのである。マンを会計学に
おける論述として扱わなか った理由はここにある。
ともあれ以上の会計学的主張に共通する特徴のほかに,ガ リーにはいまひと
つ大きな特色がある。い うまでもな く,そ れは(期 間)利 益計画の視角をもつ
点である。この点は,ノ ー トンが指摘 した固定費 ・変動費の利益にたいする影
響の相違 とともに,管 理会計技法として直接原価計算をみるとき重 要 な 特 徴
とい うべ きであろうが,論 述の都合上この点の検討はしばらく措 く こ と に す
る。
以上,本 節で20世 紀初頭 までのイギ リス文献について一応の結論 を 得 た の
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但3}
で,次 節では直接原価計算確立直前のアメ リカにおける著述を検討したい。
4.直 接原価計算生成期の貢献概念
前節では対象をイギ リスに絞って貢献概念の生成過程を検討 蔦た の で あ る
が,こ の時期のアメ リカに貢献概念の主張がなかったわけではむろんない。む
しろ,ウ エルズの指摘によれぽ,す でをこ1888年 にモーディケイァイが以上で検
討 した諸論者 よりはるかに直接原価計算に近い貢献概念を主張 して い る と い
う。い まその叙述を再録すればつぎのとお りである。すなわち,「 … 〔一般〕
管理費の多 くは特殊な配賦額であって単位当 りに分割はできないので,ど のよ
うな工場 も常に,そ れ らの項目を分割ないし限定 しようとはせず,単 に管理と
い う作業が提供 したものの原価を示す総額として扱 う。…… 〔ある例 に お け
る〕(15パ ーセン トとい う)差 額はこの 〔貨物の〕輸送が固定費用を償 うため
圓
に得た金額である(towardspayingthefix6dc皐arges)……」(文 中 〔…
…〕はウエルズの補注であろう)と 。
前節まで,イ ギ リスの論述を対象に検討をすすめてきたのは,た だ,原 価計
算論に固定費 ・変動費の区別がとりいれ られる一連の過程を叙述する便宜か ら
にすぎない。
ともあれ,こ れまで明らかに した ように,20世 紀初頭の会計人にとっては,
固定費 ・変動費の区別 とい う認識はあったが,こ れを勘定記録に採 り入れるこ
劒 な お,さ ら に時代 を下 れば,価 格 低 限 に関連 して固定 的 間 接 費 へ の 貢献 を論 じた
と小 林 教 授 が指摘 され る ジ ャ ドが い る。Cf.HaroldG.Judd,"FixedandFluctu-
atingOncost,"丁 加 五cc。襯 認s1臓8a2珈e,Mar.1914!1・ 林建 吾 『直 接 原価 計 算 』
同文 館,1976年,15-16ペ ー ジ参 照。また ウ エ ルズ に よれ ば同 じ内容 の主 張 が1911年　
の 論 文 に あ る と い う。C£ 月aroldG.Judd,SomeNotesonOncost:ATrouble・
someFactorinCostingl'TんeAcco瓢η暑aπオsMaga9痂e,Nov.1911,refertoM.C。
Wells,oかc'乙,p,164.るら
㈹GrafzMordecai,NotesontheClassificationofRailroadAccountsand
theAnalysisofRailroadRates,"Traπs∂c置foηεoノ ノ1仰eγεcaπSode'ッo∫C加 だ
Eη8ε麗ers,Feb.1888,cit.fromWells,伽4.,pp.323-24.その 主 張 の 詳 細 は
判 ら な い が,本 稿 第 二 節 で 紹 介 し た 鉄 道 業 の 料 金 決 定 問 題 を 論 じ た 論 攻 で あ ろ う
と,表 題 か ら推 測 で き る 。
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とには逡巡が あった よ うで ある。 この状 況は1920年 代 の,直 接原価計 算生 成前
夜 ともい うべ き時期 の アメ リカにおけ る論議 で も同様で ある。
そ の特徴を示す第一 の文献 は変動予算 について論述 し,ま た損益分岐点 の算
定 と活用 を説 明す るにあた って 「固定費 お よび利益へ の 貢 献(contribution
幽)
tofixedcostandprofit)」の語を使用 してい るウイ リア ムズ である。
彼 はつ ぎの ように主 張す る。す なわ ち,「 もし変動費 が営 業量 に応 じて金 額
では変動す るが常に売上高(thebusi皿essbo皿e)の一定比 率であ り,固 定費
が営業量 のいか んにか かわ らず 固定 しつ づけるな らば,(売 上高 を示す)100パ
ー セン トとその変動費 率 との差 は固定費 お よび利 益への貢献 と呼 べ る で あ ろ
㈱
う」 と。 ウイ リアムズ は この,今 日の用語 に従 えぱ,限 界利益 率を使 って,損
益 分岐売上 高や これに対す る固定費 の増 加お よび変動費率 の低減 の影 響,さ ら
に は各売上 高に よって得 られ る損益 を算定す る例 示を掲 げる。 これが小林建吾
教 授に よって 「貢献 の概 念を損益分 岐点 と関連 させて論 じているのは,こ のウ
但7)
イ リア ムズ を もって初め とす る」 と評価 を受け てい る点であ る。 ただ,ウ ィ ワ
ア ムズ の所説 で注意すべ きは,彼 の論 述が一貫 して限界利益 率つ ま り比率 を中
心 にすす め られてい る点 であ る。確 かに例示 のなかで は期間概 念 と しての 「貢
但別献
総額(totalcontribution)」に触 れては いるが,こ れ も当該 期間 の売上高
に上述 した比率 と して の貢献 を乗 じて計算 している。 む ろん,彼 が主題 と した
変動予 算ない し利益 計画 に とって,こ の ことはなん ら妨げ にはな らなか ったで
㈲JohnH.Williamsl`ATechniquefortheChiefExecutive,"B秘〃 醜o∫ 言んe
Taッ'oγSoc`e砂,Apri11922;rep.}nEdwardE.Hunnt(ed.),8cゴεη言填cMaηagε_
物eπ彦SfηceTaッ♂o町ACoZJεc蓄∫oηoノ乃%彦んoγ甜a伽ePψeγs,McGraw・HillBook
Company,Inc.,1924.本 稿での考察は後者の論文集に依ったが,こ れは源論文の完
全な再録ではないという(p.78n)。
㈱ 乃畝p.83,andalsorefertops.85and109.なお,ウ イリアムズが単なる実
際原価の記録だけでなく,標 準一実際比較を論 じている点もみのがせないが,本 稿
ではこれを検討する余裕はない(pp.108-111)。
㈱ 小林 『前掲書』16ページ。また小林教授の以下の論文にもウイリアムズについて
の考察がある。参照 されたい。小林健吾稿 「損益分岐点分析 と直接原価計算の発展」
(一)および(二),『会計』1977年5月 号および6月 号,67-68お よび118-22ペ ージ,同
稿 「セグメント別収益性の測定 と直接原価計算の生成」『会計』1978年10月 暑,81-
83ペ ージσ
㈹CLWilhams,ゆc∫ 言.,P.84.
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あろ うが,固 定費 ・変動費の区別にもとつ く単位原価の計算,そ してこれを基
礎にした期間損益計算の手法として直接原価計算をみるとき,金 額計算を重視
しない彼の叙述は大きな欠陥を もつといわざるをえない。
その意味で評価すべ きは,基 本的にはウィリァムズの論文に依拠 していると
團
はいえ,い ま一歩の前進を しるした ヒルガー トの著書である。
彼はウィリァムズの費用分解をとり入れ,ま たこれに支店(販 売部門)の 費
側
用 と本部費の区別を加味 して,変 動費の内訳としてつぎの例を示す。
変動費一覧一 定価表価格に対する比率
支店の変動経費
パ ー セ ン ト
本部費
変動費合計
??
製造原価 ・管理費を含む製品の原価
製造および販売のための変動費合計
???? ?
固定費ない し利益への貢献
??? ?
100
以上の各項 目の うち,「 製造原価 ・管理費を含む製品の原価」の計算につい
てはウィリァムズの論文か ら,高 低点法による固 ・変分解を示す表を再録 して
(5D
いる。 また 「支店の変動経費」については支店の売上高,原 価標準(固 定費は
月次総額で,ま た変動費は変動費率で表示す る),標 準原価 と実際原価,そ し
@鋤JosephR.Hilgert,Co5君ノ監cco観だ㎎ ノbγSa'e5,TheRonaldPressCompany,
1926.注(45)の 論 文 にか ぎれば,58ペ ー ジ に引 用,68ペ ー ジ に表 の 再録(た だ し一
部修 正)が あ葛 ほ か,数 値 例 も その ま ま採 用 して い る箇所 が あ る。 また ウ イ リ アム
ズの他 の論 文 へ の 参 照 もあ る。
㈹C£ ゴゐ鼠,p.252.た だ し,こ れ につづ く 「固定 費 ない し利 益 へ の貢献 」 の応 用例
で は,同 所 で 計 算 した25パ ーセ ン トでは な く,ウ イ リア ム ズの 数値 例 をその ま ま採
用 して い る(p,253)。
61)Cf.伽4りp.68,Williams,{[p.`∫置.,p.97.な お,こ の手 続 の 結 果 を示 す 製 品 別
単位 変 動費 の標 準 一 実際 比 較 表 を小 林 教 授 が訳 出 され て い る。 小 林 「前 掲 稿(セ グ
メ ン ト別 … …)」82ペ ー ジ参 照 。
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働
て原価差異を示す 「支店業績報告書(branchoperat魚greport)」 に,固 ・
変分解 の一端が表われている。
ただし 「支店業績報告書」記載の標準原価 と実際原価がともに固定費をも含
んでいる点は注意が必要である。ヒルガー トは,各 組織単位にはその単位が責
任をもつ,あ るいは統制を行な う費用だけを課すべきだと主張 して,各 支店別
岡
の勘定を総勘定元帳ない し補助元帳に設ける方法を論 じるのであるが,そ の支
店別勘定 と実質的に同 じものとして例示 している 「販売店の元帳勘定(ledger
翻
accountofsalesbranch)」 の形式は上述 した 「支店業績報告書」 と同一だ
か らである。 「販売店の元帳勘定」に金額の記入がない以上明確ではないが,
これにも固定費が含まれていたとすれば,ヒ ルガー トの原価の概念は未だ全部
原価であったといわざるをえないのである。
とはいえ,ヒ ルガー トを限界利益の意味における貢献概念の歴史のなかだけ
で論 じるのは不充分であろう。販売部門の原価計算 とい う,本 稿のこれまでの
検討か らみて異質な要素を含むために彼の歴史的位置づけは問題を含んでいる
が,む しろ彼が各部門の固定費を基礎固定費(primefixedcost)と 呼び,
本部費の配賦額を按分費など(proratacentalofficeoverheadetc.)と呼圃
んで両者を区別する意を汲んで,彼 を限界利益とは異なる意昧,す なわちセグ
メン ト別固定費を控除した貢献利益を論述 した先駆者と評価すべきか もしれな
働
いか らである。
この点は稿を改めて論 じることとして,本 稿ではさしあた り,損 益分岐点の
解説では固定費 ・変動費の区別にもとつ く貢献概念(限 界利益率 概 念)を 論
じ,さ らに勘定記入をも述べなが ら,実 際の原価の計算記帳にあたっては固定
働Cf.Hilgert,あ ∫紘,pp.240-41.
側CLゴ あ鼠,ps.247and250.さらに ヒ ル ガー トは支 店 の収 益 性 を知 るた め に,支
店 の 売上 割 当額(salesquota)に 応 じた本 部 間 接 経 費 の支 店 へ の 配分 を論 じて い る
が,こ れ は統 計 と して行 な われ るぺ きだ と して い る(ps.247and249-51)。
(54)jlゐゴ(義,p.246.
(55)C£ 泌鼠,p6。244,247and250-52.
㈹ この観 点 か らの 考察 は す で に小 林 教授 が され て い る。小 林 「前 掲稿(セ グ メ ン ト
別 … …)」83-84ペ ー ジ参 照 。
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費を も配 賦 して全部 原価を採用す る点に ヒル ガー トの過渡期的性 格を指摘 した
(5の
い。
さて最後に,以 上 で検 討 した ウイ リァムズ,ヒ ルガー トとは異 な り,利 益 の
計画 ・統制 とい う極めて管理 会計的 な視角 か ら損益 分岐点を論 じた ノィ ッペル
側
に触 れ る。
まず彼 は利益 にたい して工 学的発想 を もつ スタ ッフ,「 プロフ ィ ッ ト・エ ン
ジニア」 の必要性 を説 き,つ ぎの ように主張す る。
「……い ま利益管理 部門(profitdepartment)の職能を以下 の よ うに いい う
る。 す なわち,
つ ぎの手順 を通 じて適切か つ規則的 な利 益を達成す る こと一 収 入(i且come
dollar)が 支 出(outgodoller)を 越え る 『所要 』超 過額("required"excess)
の稼得 を(1)算 定 し,(2)計 画 し,(3)統 制 し,つ い で支 出中の原価要素 の諸関係 を
(5窃
標準化 し,こ れ らの結果を企 業の財務記録 中に 『定量 的に』反影 させ る……」
ノイ ッペル は この観点か ら,事 前に計画期 間の所要利益(requiredprofit)
'を計 算す
べ き点 を強調 して,「 収入額か ら利益を最初 に控除す る こ と に よ っ
.........5.(6①
て,そ の残額 で営 業を行 な う」(傍 点,イ タ リック)こ とを企 業は要求 されて
い る と主 張す るのであ る。 この計算 の結果 が,収 入か らまず 「利益」を控 除 し
て残額 を計算 し,つ ぎに 「固定費」 を差引い て第二 の残額 を計算 す る,通 常 の
直接 原価 思考 に よる損益計算 書 と逆 の順 序で利益 ・費用を控除 す る損益 計算書
㈱ ウ イ リ ア ム ズ,ヒ ル ガ ー ト と 同 じ定 価 表 価 格 を 基 礎 に し た 限 界 利 益 率 の 叙 述 は ブ
レ ッ トの 論 文 に あ る が,彼 は な ん ら ウ イ リ ア ム ズ に 言 及 し て い な い と い う。Cf.A・
亘denC.Brett,``Flexibi】ityinBudgetaryControl,"1V∠4α48π〃θ言碗June15,
1932,cit.fromCharlesWeber,TんeEvo1画oπo∫DげγedCos伽&Centerfor
InternationalEducationandResearchinAccouting,1966,P・20
68GE.Knoeppe},``ProfitPlanningandContro1,"Facεoγッ 掘 鰯 鉱s艀 ∫a'Maπ_
a8θ撹e窺,Feb.1930.こ の 論 文 は ノ イ ッペ ル が 同 年1月 か ら7月 ま で 同 誌 に 連 載
し た 論 文 の 一 編 で あ る 。
㊨9}1ゐ'dL,P.294.
佑ω ∫ゐ∫(五,p.323.
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である。この うち第二の残額から材料費,労 務費,そ して製造間接 費 と 販 売
費および一般管理費のうちの変動費を控除している点からみて,こ の第 二 の
残額は基本的には限界利益を示す といえるであろう。 しかしノイッペルが以上
の各項 目控除後にさらに 「損益(lossorprofit)」,す なわち前記 「所要利
益」からの増減を計算 しているか ぎり,ノ ィ ッペルの残額は限界利益そのもの
ではない。
したがってノイッペルを直接原価計算につ らなる限界利益の提唱者とはみな
しえない。とはいえ彼が 「所要利益」の計算において,固 定費と利益の同質性
に注 目して期間的に予定している点は,前 節で検討 したガリーと同様,管 理会
計の歴史における極めて実践的な利益計画 として評価できるであろ う。
5.結 言
本稿では限界利益の同意語としての貢献利益,そ して限界利益から固定費の
一部を控除 した残高としての貢献利益とい う区別に もとついて,前 者 の 「貢
献」概念を直接原価計算との関連で歴史的に検討した。 もちろん,か かる少数
の文献か ら結論を下すのは危険であろ うが,以 下本稿で得た知見を仮説として
提示 したい。
まずいえることは,経 済学の影響 と考え られ る鉄道業に関する論述は別とし
ても,会 計上 「貢献」の語は直接原価計算とは無関係に,全 部原価計算を基礎
に した利益への貢献の意味で用いられていた ことである。しかもそれらの文献
には,多 種製品の製造業を対象に して予定単位原価の計算を論 じているとい う
㈹C£ 」ゐ鼠 つ ぎの著 書 に この損 益 計 算書 が再 録 され て い るの で 参 照 され た い。小
林 『前 掲書 』67-68ペ ー ジ,Weber,op.c紘,p.35.な お ウエ ーバ ー に よれ ば,ノ
イ ッペ ル と同 年 出 版 の カス テ ンポ ル ッに同 じく 「逆 転 した」 貢献 利 益 法 が み られ る
とい う(Webner,∫ ゐ∫広pp.33-34.)。 ただ し再録 された 損益 計算 書 をみ る か ぎ り,
カス テ ンポ ルツ の主 眼 は販 売 活 動 に どれだ け の費 用 を割 き うる か を計 算 す る こ とに
あ っ た と考 え られ る。 だ とす れ ば後 の ハ リス ンの 直 接 原価 計算 と同様 の利 用 目的 を
もつ と み るべ きで あ ろ う。C£G.CharterHarrison,1Vε 卯 罪'πe読OJdBoπ ♂εs,
1937,PP.24-26.
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共通項がある。
いっぽ う利益 との関連か ら固定費 と変動費とを区別する主張もあったが,そ
れ らも製品別単位原価の計算では不自然な固定費の変動費化をはかるのみで,
変動費だけで製品原価を計算する直接原価思考には到達 しえなかった ようであ
る。その理由は会計ない し原価計算における,費 用と利益の区別,あ るいは製
造原価 とその他の費用との区別の重視とい う固定観念に求めるべきであろ う。
むろんこの束縛か ら逃れたときに直接原価計算は確立するのであるが,本 稿
が対象 とした年代に関するか ぎり,同 様な目的は簿記機構 とは離れた損益計算
書の分析,あ るいは損益分岐点分析によって充たされていたかのようである。
しか し当時の損益分岐点分析が変動費率を用いて損益分岐売上高を求めていた
か ぎり,容 易に金額としての製品単位当 り変動費ないし限界利益の概念と結び
つかなかった。
以上が1930年 までの 「貢献」概念の歴史を検討 した本稿の要約である。
かかる状況を打破 して直接原価計算が確立するためには,少 なくとも変動費
のみを製品単位に集計する発想が必要であ り,ま た これがセグメント別貢献利
益概念へと発展す るためには,第 一節でのべたとお り各セグメン トの個別固定
費 といえ ども固定費であるかぎり,単 位当 り変動費を期間総額として表示 しな
おして,こ れ と固定費総額 とを対比す る思考が不可欠であった。 とはいえ,本
稿でこの発展過程を検討する余裕はないので,こ の点は他の機会を待 って考察
したい。
